
自社内の押印業務や取引先との
紙取引を手軽にオンライン化したい

課題2

国税関係書類の電子化に取り組みたい課題3

電子契約・取引の証拠能力を高める
認定タイムスタンプ・電子証明書・
保存先ストレージを別々の会社から
調達する手間を省きたい

課題1
DIGITAL SIGNATURE SERVICE

解
決

かんたん導入を実現
直感的で分かりやすいWebブラウザの操作が可能であり、システム
開発が不要です。 また、Web API (Application Programming 
Interface)を用いてお客様の既存システムと簡単に連携いただけ
ます。 さらに、電子取引に必要な電子署名や認定タイムスタンプ、
ストレージなどのアイテムをまとめてご提供します。

オンライン利用で利便性向上
オンラインでの電子取引・契約・検認によりペーパーレス化を実現
します。 これにより、押印のための出社も不要になります。 また、
契約に関わる印刷・郵送費用や印紙代、さらには紙書類の保管
スペースなどを削減できます。

法令順守の安心感
弁護士、税理士とタッグを組み、建設業法※1や電子帳簿保存法※2

など各種法令、ガイドラインに対応したサービスです。

※1：建設業法施行規則（昭和24年建設省令第14号）第13条の4第２項に規定する「技術的基準」に係る
ガイドライン／※2：電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律
（平成10年法律第25号）

デジタル社会の必須アイテムはこれ！

ペーパーレスの
第一歩を
＠Signが後押し。

MIND トラストサービス TrustMinder  
電子取引サービス @Sign
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https://www.mind.co.jp/contact/https://www.mind.co.jp/atsign/

お問い合わせサービス・製品紹介

〒108-0023　東京都港区芝浦 4-6-8

お断りなしに仕様を変更する事がありますのでご了承ください。
記載されている社名、商品名はすべて各社の登録商標または商標です。

MIND トラストサービス TrustMinder  
電子取引サービス @Sign

「個人署名（当事者型）」と「事業者署名（立会人型）」の2つの署名プランをご用意、どちらかのプランでも両プラン併用でもご利用いただけます。
取引相手の意向や取り交わす文書の重要性によって使い分ける、など柔軟な運用が可能です。

●サービス料金

●サービス利用イメージ

Web API連携※1

電子取引・電子保管（電帳法対応）

①アップロード

ダウンロード

ダウンロード

自社(＠Sign導入企業様) 取引先

③検認
⑤通知

⑥内容確認・検認

電子文書作成者

電子文書検印者 ④署名・TS付与
⑦署名・TS付与

契約書、見積書、請求書等既存システム
⑧通知

②通知

A社  電子文書受領者

基本料金

文書料金

署名ID

個人署名プラン 単価

8,800円 / 月

300円 / 文書

600円 / ID（30ID～）

個人の電子証明書による電子署名と認定タイムスタンプを付与する
ことが可能なプランです。 個人署名では、対象文書に個人の電子
署名を付与し、本人性と非改ざんを対象文書だけで確認できます。

個人署名プラン（当事者型）

●年間契約（必要文書含む）が必要です。 ●文書の追加は100文書単位から可能です。 

自社
(＠Sign導入企業様)

取引先

認証局 （電子証明書発行）

●ログイン、PDF登録
●個人署名

●メール通知

●ログイン、
　ダウンロード
指定された場合個人署名が可能

当社、認定証明書（DIACERT）も個人署名(実印)プランとして用意しています。（別料金）

※TS＝認定タイムスタンプ
※1：API機能（オプション）

自社 取引先

＠Sign導入企業様

国税関係
書類

お客様システム
資材システムに登録 API連携 取引先メール送信API

PDF
変換

参照用（原本）

電帳法対応保存

ダウンロード
指定された場合、取引先側として
個人署名、事業者署名などが可能

個人署名、事業者署名、
認定タイムスタンプ付与
などが可能

基本料金

文書料金

事業者署名プラン 単価

8,800円 / 月

100円 / 文書

事業者(MIND)の電子証明書による電子署名と認定タイムスタンプ
を付与することが可能なプランです。事業者署名では、対象文書に
事業者（MIND）の電子署名を付与し、サービスのログ等を合せる
ことで本人性が確認できます。

事業者署名プラン（立会人型）

自社
(＠Sign導入企業様)

取引先

●ログイン、PDF登録
●事業者署名

●メール通知

●ログイン、
　ダウンロード
指定された場合事業者署名が可能

電帳法保管

電帳法保管

参照用（原本）


